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ケーブルテレビサービス普及状況

**総務省資料2008年12月現在
* ケーブル年鑑2009

出展：

ケーブル加入世帯ケーブル加入世帯

2,280万世帯**

再送信加入世帯再送信加入世帯

2,986万世帯**

ホームパス世帯ホームパス世帯

4,423万世帯*

全国総世帯全国総世帯

5,229万世帯

43.6%

57.1%

84.5%

100%

多チャンネル放送加入世帯多チャンネル放送加入世帯

544万世帯* 10.4%

インターネット加入世帯インターネット加入世帯

408万世帯** 7.8%

3.0%
プライマリプライマリIPIP電話加入世帯電話加入世帯

157万世帯*
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ブロードバンド契約数の推移

出展：総務省資料

合計

DSL

FTTH
CATV

3,009万件

1,442万件

1,159万件

408万件

契
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万
件
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契
約
数
（
万
件
）
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CATVインターネットサービス契約数と提供事業者数

（単位：社） （単位：万契約数）

CATVインターネット提供事業者の推移

CATVアクセスサービスの契約数の推移

（注）電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた数値を集計（平成16年3月末分以前は事業者から任意で報告を受けた数値を集計）。

出展：総務省資料



ケーブルテレビの使用周波数

●放送電波周波数割当

●ケーブルテレビ利用周波数

VHF
(Low)

VHF
（High） UHF

76 108 170 222 470 770MHz

FM, 1-3ch 4-12ch 13-62ch

10 55 76 108 170 222 470

上り
帯域

VHF
(Low)

VHF
（High） UHFミッド

バンド
スーパー
ハイバンド

FM,
1-3ch

4-12ch 13-62chC23-C63chC13-C22ch
770MHz



HFC（Hybrid Fiber Coax）ネットワーク

CATV局

光ノード光ノード

ヘッドエンドヘッドエンド
（（HEHE））

光→電気変換光→電気変換
電気→光変換電気→光変換

増幅器増幅器

タップオフタップオフ

引
込
線

引
込
線

引
込
線

引
込
線

集合住宅集合住宅

光ファイバー光ファイバー 同軸ケーブル同軸ケーブル

・途中まで光、ラストワンマイルは工事の・途中まで光、ラストワンマイルは工事の
容易な同軸ケーブル容易な同軸ケーブル

・複数の世帯が伝送路を共有する、バス・複数の世帯が伝送路を共有する、バス
型の接続形態。トラフィック需要に応じて型の接続形態。トラフィック需要に応じて
セルサイズを縮小。セルサイズを縮小。



ケーブルインターネット テストベッド構成図

CMTSの上位L3スイッチ or ルータ
•Dual Stack
•CMTSと動的経路交換できる

DOCSIS3.0対応
プロビジョニングサーバ
(DHCPv6対応DHCPサーバ)

IPv4, IPv6

インターネット

DOCSIS3.0対応 CMTS
•主要各社のCMTS
•多波運用・複数Bundleを考慮して一つの同軸網へ接続LSN(44NAT)

DOCSIS3.0、2.0対応
ケーブルモデム

DHCPv6対応 CPE
Windows Vista, etc
各社BBルータ

イーサネット

PC IP TV STB

STB
TV

PC

eMTATEL

同軸網

HDTV

HDTV



ケーブルテレビのIPv4アドレス枯渇対応

• IPv4アドレスが枯渇すると‥
‒ 新規顧客がとれない

‒ 新規サービスが提供できない

• 日本ケーブルテレビ連盟と日本ケーブルラボの活動

（IPv4アドレス枯渇対応プロジェクト）

‒ ケーブルテレビ事業者のIPv4アドレス枯渇対応を支援
• ケーブルテレビ事業者が自社のIPアドレスの枯渇時期を把握し、対
応プランを立案し、実行することを支援する。

• 対応が遅れることにより利用者に不便をかけることを防ぐ。

ケーブルテレビ業界として、IPv4枯渇対応を積極
的に進めることで、ケーブルテレビ業界のブラン
ドイメージを向上させ、顧客満足度を上げる。

ケーブルテレビ業界として、IPv4枯渇対応を積極
的に進めることで、ケーブルテレビ業界のブラン
ドイメージを向上させ、顧客満足度を上げる。



・全般的情報流通

（総務省及びJCTAを含む

１７業界団体）

・会合参加
・進捗フォロー
・連携継続

IPv4アドレス枯渇問題へのJCTAとしての対応体制

・個別課題・対策の概要
・個別概算コスト見積もり

・経営判断・意思決定

・個別実行計画
・設計
・検証
（自前設備/ﾃｽﾄﾍﾞｯﾄ借用）
・機器調達/構築
・運用システム準備
・要員教育
・進捗管理

個別実行

リファレンス等

・教育・テストベッドWG

・広報WG

・アクセス網WG

・アクションプラン支援WG

IPv4アドレス枯渇対応TF

IPv4アドレス枯渇対応プロジェクト

・事業者への広報、啓発、教育
・事業者への情報展開、支援

・事業者計画の進捗フォロー

・ケーブル事業の共通的方針・アクション
プラン検討

・テストベッド仕様検討

JCL事務局

技術事項

JCTA事務局

全体まとめ

CATV事業者

技術事項

メーカ/ベンダ

技術・製品支援

・Webロゴ・サービスロゴWG

・アプリケーションWG

（26社34名）



ケーブル業界IPv4アドレス枯渇対応状況調査アンケート

自社サービスのIPアドレス供給状況を把
握していますか？（枯渇時期含む）

枯渇に対応するためのアクションプ
ランを策定していますか？

枯渇対策を協議する関係者を把握できて
いますか？

インターネット接続サービスを提供し
ていますか？

はい8%

はい74%

はい56%
いいえ
44% はい94%

いいえ5% 予定あり1%予定あり
10%

いいえ82%

回答234社
64%

未回答129社
36%

正会員オペレータ363社の
回答状況

おおよそ２年半後に枯渇するであろうと
いうことを知っていましたか？

いいえ:26%

はい86%

代表的な設問の回答結果（2008年10月実施）

いいえ:14%



ケーブル業界IPv4アドレス枯渇対応状況調査アンケート
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2011年 2012年 2013年 2015年以降

自主運用自主運用
（（8181％）％）

MSO/ISPMSO/ISP
（（1919％）％）

インターネット接続サービスの運用形態インターネット接続サービスの運用形態 IPIPアドレス提供形態アドレス提供形態

グローバルグローバル
のみのみ
（（6262％）％）

グローバル＋グローバル＋
プライベートプライベート
（（3535％）％）

プライベートのみプライベートのみ
（（33％）％）

IPIPアドレス枯渇見込みアドレス枯渇見込み

枯渇する枯渇する
（（4343％）％）枯渇しない枯渇しない

（（3377％）％）

未検討未検討
（（2121％）％）

枯渇しない理由枯渇しない理由

余裕がある余裕がある
（（6464％）％）

プライベートプライベート
だからだから
（（3636％）％）

枯渇予想時期枯渇予想時期 枯渇対応アクションプランの枯渇対応アクションプランの
策定状況策定状況

概略プランあり概略プランあり
（（2222％）％）

策定予定策定予定
（（2727％）％）予定なし予定なし

（（1212％）％）

未検討未検討
（（3939％）％）

(N=69)(N=69) (N=69)(N=69) (N=68)(N=68)

(N=25)(N=25)

(N=30)(N=30)

(N=67)(N=67)



ケーブル業界IPv4アドレス枯渇対応状況調査アンケート
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2010年 2011年 2012年 未定

0

5

10

15

20

25

1年以内 2年以内 3年以内 3年以降 予定なし

IPIPv6v6サービス予定サービス予定

予定あり予定あり
（（3232％）％）
予定なし予定なし
（（1212％）％）

未検討未検討
（（5555％）％）

IPIPv6v6サービス予定時期サービス予定時期

24%24%
3838%%

1414%% 2424%%

システム設計体制システム設計体制

自社主体自社主体
（（5656％）％）インテグレータインテグレータ

（（2626％）％）

機器ベンダー機器ベンダー
（（1818％）％）

機器更新・追加予定時期機器更新・追加予定時期 教育サービス利用予定教育サービス利用予定

すぐにでもすぐにでも
（（77％）％）

条件による条件による
（（7979％）％）

不要不要
（（1313％）％）

教育サービス利用条件教育サービス利用条件

内容内容
（（6565％）％）

費用費用
（（1919％）％）

場所場所
（（1717％）％）

3737%%

1111%%
1717%%

1010%%

2525%%

(N=65)(N=65)

(N=21)(N=21)

(N=66)(N=66)

(N=63)(N=63)

(N=67)(N=67) (N=54)(N=54)


